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変  更  後 変  更  前 

「１．はじめに」 関連 

１．立地適正化計画とは 

◆根拠法 

 

略（変更なし） 

 

◆立地適正化計画制度創設の背景 

 

略（変更なし） 

 

◆立地適正化計画における防災指針作成の背景 

 

 都市再生特別措置法 

 第８１条 略 

２ 立地適正化計画には、その区域を記載するほか、おおむね次に掲げる事

項を記載するものとする。 

 一～四 略 

 五 居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区域にあっては誘導施

設の立地及び立地の誘導を図るための都市の防災に関する機能の確保

に関する指針（以下この条において「防災指針」という。）に関する事

項 

 六 第二号若しくは第三号の施策、第四号の事業等又は防災指針に基づく

取組の推進に関連して必要な事項 

 七 略 

３ 前項第四号に掲げる事項には、市町村が実施する事業等に係るものを記

載するほか、必要に応じ、当該市町村以外の者が実施する事業等に係るも

のを記載することができる。 

４～２４ 略 

 

 頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける新規立地の抑制、

移転の促進、防災まちづくりの推進の観点から総合的な対策を講じることが喫緊の課題となって

います。 

こうした中、コンパクトで安全なまちづくりを推進するため、市全域の安全性を確保する取組

を踏まえつつ、特に居住誘導区域に存在する災害リスクに対して、必要な防災・減災対策を、計

画的かつ着実に取り組むことが必要です。 

「１．はじめに」 関連 

１．立地適正化計画とは 

◆根拠法 

 

略（変更なし） 

 

◆立地適正化計画制度創設の背景 

 

略（変更なし） 

 

（新設） 



 

変  更  後 変  更  前 

都市再生特別措置法（以下「法」という。）は、こうした背景を踏まえ、今後も気候変動の影

響により、自然災害が頻発・激甚化することが懸念されており、国・県・市といった行政や住民、

民間事業者が一体となって防災まちづくりに取り組むため、令和２年６月に改正されました。 

防災指針は、誘導区域の内外にわたる都市の防災機能を確保するため、地域防災計画等の各種

計画や新たな「流域治水」の考え方を踏まえ、災害リスクを明確にし、都市全体を見渡しながら、

持続可能な都市づくりを図ることが焦点となっています。 

 

 

 

２．久留米市立地適正化計画の策定について 

◆立地適正化計画の位置づけ 

 

略（変更なし） 

 

◆その他計画における「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の位置づけ 

 

略（変更なし） 

 

①久留米市新総合計画 基本構想（平成１３年度～令和７年度）【抜粋】 

 

 

 

③久留米市国土利用計画【抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．久留米市立地適正化計画の策定について 

◆立地適正化計画の位置づけ 

 

略（変更なし） 

 

◆その他計画における「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の位置づけ 

 

略（変更なし） 

 

①久留米市新総合計画 基本構想（平成１３年度～令和７年度）【抜粋】 

 

 

 

③久留米市国土利用計画【抜粋】 

 

 

～ 略（変更なし） 

～ 略（変更なし） 



 

変  更  後 変  更  前 

 

④筑後都市圏都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（令和３年４月）【抜粋】 

 

＜都市づくりの基本理念＞ 

１．持続可能な、快適で魅力ある都市生活を身近な街なかで送ることができる都市

づくり 

２．誇りがもてる美しい都市づくり 

３．地力のある都市づくり 

４．自然の保護や都市ストック活用により、環境にやさしいまちづくりを進める 

５．多様な主体が参画するまちづくり 

＜都市づくりの目標＞ 

略（変更なし） 

＜都市構造の形成方針＞ 

●都市構造の形成方針 

・ これまでの“拠点を中心とした都市づくり”から、“拠点と公共交通軸による

持続可能な都市づくり”へと拡充を図り、便利な場所で暮らせる持続可能な都

市づくりを進めていく。久留米市の拠点、公共交通軸は以下の通り 

広域拠点：JR・西鉄久留米駅周辺 

拠点：JR 田主丸駅周辺、西鉄北野駅周辺、西鉄犬塚駅周辺、久留米市役所城島

総合支所周辺 

基幹公共交通軸：JR 九州新幹線、JR 鹿児島本線、JR 久大本線、西鉄天神大牟田

線、西鉄甘木線 

公共交通軸：久留米市役所城島総合支所周辺～西鉄大善寺駅 

●持続可能な都市づくりによる効果 

・ 持続可能な都市づくりを目指し、拠点に加えて公共交通軸を新たに設定する

ことで、商業、医療、文化などをはじめとした生活サービスなどの都市機能

を、公共交通が使いやすい沿線に呼び戻していく。 

●公共交通軸沿線のまちづくりの促進 

・ 拠点と公共交通軸による持続可能な都市づくりを進める一つの方策として、

高齢者や環境にやさしい公共交通軸の沿線に居住を誘導し、居住者が医療・

福祉・子育て支援・商業等の生活サービスを利用できるようにすることが必

要。そのため、公共交通軸の沿線の自治体間で、これらの生活サービスを利

用できるよう相互に補完する沿線都市群の形成を目指す。 

 

 

⑤久留米市都市計画マスタープラン（平成２４年１２月（令和２年３月改定））【抜粋】 

 

 

 

⑦久留米市地域公共交通網形成計画（平成２７年８月）【抜粋】 

 

 

④筑後都市圏都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（平成２９年１月）【抜粋】 

 

＜都市づくりの基本理念＞ 

１．持続可能な、快適で魅力ある都市生活を支える集約型の都市づくり 

 

２．誇りがもてる美しい都市づくり 

３．地力のある都市づくり 

４．自然の保護や都市ストック活用により、環境にやさしいまちづくりを進める 

５．住民が主体の参加と協働によるまちづくりを進める 

＜都市づくりの目標＞ 

略（変更なし） 

＜都市構造の形成方針＞ 

●都市構造の形成方針 

・ これまでの“拠点を中心とした都市づくり”から、“拠点と公共交通軸による

集約型の都市づくり”へと拡充を図り、便利な場所で暮らせる集約型の都市づ

くりを進めていく。久留米市の拠点、公共交通軸は以下の通り 

広域拠点：JR・西鉄久留米駅周辺 

拠点：JR 田主丸駅周辺、西鉄北野駅周辺、西鉄犬塚駅周辺、久留米市役所城島

総合支所周辺 

基幹公共交通軸：JR 九州新幹線、JR 鹿児島本線、JR 久大本線、西鉄天神大牟田

線、西鉄甘木線 

公共交通軸：久留米市役所城島総合支所周辺～西鉄大善寺駅 

●集約型都市づくりによる効果 

・ 集約型都市づくりを目指し、拠点に加えて公共交通軸を新たに設定すること

で、商業、医療、文化などをはじめとした生活サービスなどの都市機能を、

公共交通が使いやすい沿線に呼び戻していく。 

●公共交通軸沿線のまちづくりの促進 

・ 拠点と公共交通軸による集約型の都市づくりを進める一つの方策として、高

齢者や環境にやさしい公共交通軸の沿線に居住を誘導し、居住者が医療・福

祉・子育て支援・商業等の生活サービスを利用できるようにすることが必要。

そのため、公共交通軸の沿線の自治体間で、これらの生活サービスを利用で

きるよう相互に補完する沿線都市群の形成を目指す。 

 

 

⑤久留米市都市計画マスタープラン（平成２４年１２月）【抜粋】 

 

 

 

⑦久留米市地域公共交通網形成計画（平成２７年８月）【抜粋】 

～ 略（変更なし） ～ 略（変更なし） 



 

変  更  後 変  更  前 

 

「２．久留米市の現状と将来の課題」 関連 

１．分析条件・方法について 

 

 

３．久留米市の人口推移 

 

４．人口減少と高齢化により進行する課題 

（１）財政及び公共施設等の管理 

 

 

（５）土地利用 

 

「２．久留米市の現状と将来の課題」 関連 

１．分析条件・方法について 

 

 

３．久留米市の人口推移 

 

４．人口減少と高齢化により進行する課題 

（１）財政及び公共施設等の管理 

 

 

（５）土地利用 

～ 

～ 

略（変更なし） 

略（変更なし） 

～ 

～ 

略（変更なし） 

略（変更なし） 



 

変  更  後 変  更  前 

 

（６）ハザード区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）人口減少の更なる進行 

 

略（変更なし） 

 

（６）ハザード区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）人口減少の更なる進行 

 

略（変更なし） 

 耳納連山山麓部で土砂災害警戒区域が指定 

 筑後川周辺の市街地に家屋倒壊等氾濫想定区域が指定 

 水防法に基づく筑後川等の河川の氾濫による浸水想定区域に加え、近年、短時間

に今まで経験しなかったような集中豪雨が頻発しており、低地部における内水氾

濫による浸水や低地の冠水等の危険性を有している 

＜災害リスクの高い区域＞ 
資料：都市計画基礎調査、庁内資料 等 

 災害の発生のおそれのある土地の区域を分析することは、本市の将来都市構造

を検討する上で重要な視点となります。 

 特に、土砂災害特別警戒区域をはじめ、災害リスクのある地区は、居住誘導区

域に含まない（或いは慎重に判断するなど）こととされています。 

 そこで、各種法規制等の位置づけから、災害の発生の恐れがある区域を整理し

ます。 

 耳納連山山麓部で土砂災害警戒区域が指定 

 筑後川周辺の市街地に浸水想定区域が指定 

 近年、短時間に今まで経験しなかったような集中豪雨が頻発しており、筑後川の

河川のはん濫に伴う洪水による浸水に加え、低地部における内水はん濫による浸

水や低地の冠水等の危険性も有している 

＜災害危険区域＞ 
資料：都市計画基礎調査、庁内資料 等 

 災害の発生のおそれのある土地の区域を分析することは、本市の将来都市構造

を検討する上で重要な視点となります。 

 特に、土砂災害特別警戒区域をはじめ、災害リスクのある地区は、居住誘導区

域に含まない（或いは慎重に判断するなど）こととされています。 

 そこで、各種法規制等の位置づけから、災害の発生の恐れがある区域を整理し

ます。 



 

変  更  後 変  更  前 

５．課題の整理 

 

４．課題の整理 

 

 

【
久
留
米
市
の
現
状
】
 

【
久
留
米
市
の
人
口
の
推
移
】
 

 ・
人
口
減
少
が
顕
著
で
、
令
和
３
２
年
（
２
０
５
０
年
）
に
は
約
３
割
減

少
 

・
高
齢
者
は
約
１
万
人
増
加
、
年
少
人
口
は
約
２
万
人
減
少

 
・
一
定
規
模
以
上
の
人
口
集
積
が
あ
る
地
区
の
平
成
２
２
年
（
２
０
１

０
年
）
か
ら
令
和
３
２
年
（
２
０
５
０
年
）
の
推
移
に
つ
い
て
、
久
留

米
中
心
地
域
で
は
、
面
積
に
比
べ
て
人
口
の
減
少
率
が
高
く
、
市
街

地
の
低
密
度
化
が
進
行
 

土
地
利
用
他
 

・
都
市
的
土
地
利
用
の
面
積
は
拡
大
 

・
耳
納
連
山
山
麓
部
、
筑
後
川
周
辺
の
市
街
地
に
災
害
危
険

区
域
が
分
布
 

公
共
交
通
 

・
徒
歩
、
二
輪
車
、
公
共
交
通
（
鉄
道
、
バ
ス
）
の
利
用
構
成

は
減
少
、
自
動
車
は
増
加
傾
向

 
・
路
線
バ
ス
利
用
者
数
、
一
日
当
た
り
の
運
行
回
数
は
減
少

し
、
赤
字
補
助
額
は
年
々
増
加

 
・
人
口
の
約
２
５
％
に
あ
た
る
市
民
が
、
公
共
交
通
の
徒
歩

圏
域
外
に
分
布
 

都
市
機
能
 

・
医
療
施
設
（
外
科
・
内
科
）
は
概
ね
充
足
 

・
高
齢
者
施
設
は
、
充
足
率
は
高
い
が
、
カ
バ
ー
区
域
の
人
口

密
度
は
低
い
 

・
商
業
施
設
は
充
足
す
る
が
、
地
域
別
で
は
充
足
が
低
い
地

域
が
あ
る
 

中
心
市
街
地
 

・
企
業
数
、
事
業
所
数
、
従
業
者
数
と
も
に
、
県
内
第
３
位
で

筑
後
地
域
の
中
心
都
市
 

・
中
心
市
街
地
の
空
き
店
舗
率
は
平
成
２
１
年
（
２
０
０
９

年
）
２
７
％
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
て
い
る
が
、
約
２
０
％
を

前
後
に
横
ば
い
 

行
政
運
営
 

・
高
齢
化
の
進
行
に
よ
り
扶
助
費
が
大
幅
に
増
加
す
る
一
方

で
、
普
通
建
設
事
業
費
の
規
模
は
縮
小
す
る
 

・
老
朽
化
す
る
施
設
の
改
修
費
や
施
設
建
替
事
業
が
数
十
年

に
わ
た
っ
て
続
く
 

人
口
減
少
の
更
な
る
進
行
に
よ
り
 

都
市
の
問
題
が
顕
在
化

 

 

【
人
口
減
少
と
高
齢
化
に
よ
り
進
行
す
る
問
題
】
 

○
人
口
減
少
が
顕
著
で
一
定
規
模
の
人
口
を
確
保
で
き
な
い
地
区
が
発
生
し
、
サ
ー

ビ
ス
施
設
の
撤
退
や
そ
れ
に
伴
う
身
近
な
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
な
い
居
住
地

が
増
加
 

○
人
口
構
成
が
大
き
く
変
化
し
て
お
り
、
地
域
に
よ
っ
て
は
高
齢
者
福
祉
施
設
や
児

童
福
祉
施
設
の
過
不
足
が
発
生

 

○
久
留
米
中
心
地
域
以
外
で
は
、
施
設
の
利
便
区
域
内
（
徒
歩
圏
内
）
の
人
口
密
度

が
低
く
、
機
能
の
持
続
性
を
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
る
恐
れ
が
あ
る
。
 

○
人
口
減
少
に
伴
い
、
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
の
縮
小
・
撤
退
が
進
行
す
る
恐
れ
が
あ

り
、
生
活
利
便
性
の
更
な
る
低
下
を
招
く
可
能
性
が
あ
る

 

○
近
年
の
中
心
市
街
地
の
居
住
人
口
は
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
歩
行
者
数
は
減
少

傾
向
に
あ
り
、
市
中
心
部
の
賑
わ
い
低
下
が
市
域
全
体
の
魅
力
低
下
を
招
く
恐
れ

が
あ
る

 

○
低
密
度
な
市
街
地
の
拡
大
が
進
ん
で
お
り
、
こ
の
ま
ま
進
め
ば
、
都
市
基
盤
施
設

の
維
持
管
理
費
の
増
大
を
も
た
ら
す
恐
れ
が
あ
る
 

○
市
街
地
に
お
い
て
も
、
災
害
の
危
険
な
区
域
が
存
在

 

○
公
共
交
通
利
用
者
数
の
減
少
に
よ
り
、
公
共
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
き
、
公

共
交
通
の
利
便
性
の
低
い
地
域
が
さ
ら
に
増
え
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る

 

○
高
齢
化
の
進
行
に
伴
い
、
扶
助
費
が
増
大
す
る
こ
と
で
、
公
共
施
設
の
改
修
や
建

替
え
を
行
う
た
め
の
十
分
な
予
算
の
確
保
が
困
難
に
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
 

○
市
街
地
の
拡
大
・
低
密
度
化
が
進
行
し
続
け
れ
ば
、
都
市
基
盤
施
設
の
維
持
管
理

費
の
増
大
を
も
た
ら
す
恐
れ
が
あ
る
 

○
人
口
減
少
に
よ
る
様
々
な
問
題
が
、
都
市
の
衰
退
を
進
行
さ
せ
、
更
な
る
人
口
減

少
の
要
因
と
な
り
、
負
の
ス
パ
イ
ラ
ル
が
続
く
 

・
人
口
減
少
に
よ
る
空
き
家
の
増
加
に
伴
う
、
防
犯
上
の
危
険
性
の
増
大
 

・
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
維
持
で
き
な
い
問
題
が
発
生

 
他

 

＜
人
口
の
推
移
か
ら
み
る
問
題
＞

 
 ＜
各
種
都
市
の
問
題
＞

 
 ＜
人
口
減
少
の
更
な
る
進
行
に
よ
り
顕
在
化
す
る
問
題
＞

 
 

 

【
課
題
】
 

 生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
が
維
持
で
き
る
圏
域
人
口
密
度
の

確
保
が
必
要

 

  中
心
市
街
地
の
求
心
力
を
高
め
活
性
化
を
図
る
こ
と
が

必
要

 

公
共
交
通
の
利
便
性
を
確
保
す
る
た
め
、
公
共
交
通
沿

線
に
お
け
る
人
口
密
度
の
確
保
や
土
地
利
用
と
連
携
し

た
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
が
必
要

 

公
共
施
設
の
統
廃
合
な
ど
に
よ
る
量
と
機
能
の
見
直

し
、
コ
ン
パ
ク
ト
な
市
街
地
形
成
や
各
種
都
市
機
能

の
集
積
に
よ
り
、
限
ら
れ
た
財
源
の
な
か
で
効
率
的

で
効
果
的
な
行
政
（
都
市
）
経
営
を
図
る
こ
と
が
必

要
 

 市
街
地
を
維
持
す
る
人
口
の
維
持
・
集
積
を
図
る
こ
と

が
必
要

 

 集
約
型
の
都
市
構
造
へ
の
転
換
が
必
要

 

 

【
課
題
】

【
人
口
減
少
と
高
齢
化
に
よ
り
進
行
す
る
問
題
】

【
久
留
米
市
の
現
状
】

 

【
人
口
減
少
と
高
齢
化
に
よ
り
進
行
す
る
問
題
】
 

○
人
口
減
少
が
顕
著
で
一
定
規
模
の
人
口
を
確
保
で
き
な
い
地
区
が
発
生
し
、
サ
ー

ビ
ス
施
設
の
撤
退
や
そ
れ
に
伴
う
身
近
な
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
な
い
居
住
地

が
増
加
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
 

○
人
口
構
成
が
大
き
く
変
化
し
て
お
り
、
地
域
に
よ
っ
て
は
高
齢
者
福
祉
施
設
や
児

童
福
祉
施
設
の
過
不
足
が
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
 

○
高
齢
化
の
進
行
に
伴
い
、
自
主
避
難
が
困
難
な
世
帯
が
増
加
し
、
災
害
時
に
被
害

の
拡
大
を
招
く
お
そ
れ
が
あ
る

 

 ○
久
留
米
中
心
地
域
以
外
で
は
、
施
設
の
利
便
区
域
内
（
徒
歩
圏
内
）
の
人
口
密
度

が
低
く
、
機
能
の
持
続
性
を
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
 

○
人
口
減
少
に
伴
い
、
生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
の
縮
小
・
撤
退
が
進
行
す
る
お
そ
れ
が

あ
り
、
生
活
利
便
性
の
更
な
る
低
下
を
招
く
可
能
性
が
あ
る

 

○
近
年
の
中
心
市
街
地
の
居
住
人
口
は
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
歩
行
者
数
は
減
少

傾
向
に
あ
り
、
市
中
心
部
の
賑
わ
い
低
下
が
市
域
全
体
の
魅
力
低
下
を
招
く
お
そ

れ
が
あ
る

 

○
災
害
リ
ス
ク
の
高
い
地
域
に
居
住
者
が
増
加
す
る
と
、
都
市
基
盤
施
設
の
整
備

費
、
維
持
管
理
費
が
増
大
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

 

○
公
共
交
通
利
用
者
数
の
減
少
に
よ
り
、
公
共
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
き
、
公

共
交
通
の
利
便
性
の
低
い
地
域
が
さ
ら
に
増
え
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る

 

○
高
齢
化
の
進
行
に
伴
い
、
扶
助
費
が
増
大
す
る
こ
と
で
、
公
共
施
設
の
改
修
や
建

替
え
を
行
う
た
め
の
十
分
な
予
算
の
確
保
が
困
難
に
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
 

○
市
街
地
の
拡
大
・
低
密
度
化
が
進
行
し
続
け
れ
ば
、
都
市
基
盤
施
設
の
維
持
管
理

費
の
増
大
を
も
た
ら
す
お
そ
れ
が
あ
る
 

○
人
口
減
少
や
自
然
災
害
の
増
加
に
よ
る
様
々
な
問
題
が
、
都
市
の
衰
退
を
進
行
さ

せ
、
更
な
る
人
口
減
少
の
要
因
と
な
り
、
負
の
ス
パ
イ
ラ
ル
が
続
く
 

・
人
口
減
少
に
よ
る
空
き
家
の
増
加
に
伴
う
、
防
犯
上
の
危
険
性
が
増
大
 

・
浸
水
被
害
の
増
加
に
よ
り
、
家
屋
等
の
被
害
額
が
増
大
 

・
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
維
持
で
き
な
い
問
題
が
発
生

 
他
 

＜
人
口
の
推
移
か
ら
み
る
問
題
＞

 
 ＜
各
種
都
市
の
問
題
＞

 
 ＜
人
口
減
少
の
更
な
る
進
行
、
自
然
災
害
の
増
加
に
よ
り
顕
在
化
す
る
問
題
＞

 
 

 

 

公
共
交
通
の
利
便
性
を
確
保
す
る
た
め
、
公
共
交
通
沿

線
に
お
け
る
人
口
密
度
の
確
保
や
土
地
利
用
と
連
携
し

た
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
が
必
要

 

公
共
施
設
の
統
廃
合
な
ど
に
よ
る
量
と
機
能
の
見
直

し
、
コ
ン
パ
ク
ト
な
市
街
地
形
成
や
各
種
都
市
機
能

の
集
積
に
よ
り
、
限
ら
れ
た
財
源
の
な
か
で
効
率
的

で
効
果
的
な
行
政
（
都
市
）
経
営
を
図
る
こ
と
が
必

要
 

市
街
地
を
維
持
す
る
人
口
の
維
持
・
集
積
を
図
る
こ
と

が
必
要

 

 持
続
可
能
な
都
市
構
造
へ
の
転
換
が
必
要

 

 生
活
サ
ー
ビ
ス
施
設
が
維
持
で
き
る
圏
域
人
口
密
度
の

確
保
が
必
要

 

中
心
市
街
地
の
求
心
力
を
高
め
活
性
化
を
図
る
こ
と
が

必
要

 

災
害
リ
ス
ク
を
回
避
・
低
減
す
る
た
め
、
ハ
ー
ド
・
ソ

フ
ト
・
土
地
利
用
等
の
総
合
的
な
対
策
が
必
要

 

 

【
久
留
米
市
の
現
状
】
 

【
久
留
米
市
の
人
口
の
推
移
】
 

 ・
人
口
減
少
が
顕
著
で
、
令
和
３
２
年
（
２
０
５
０
年
）
に
は
約
３
割
減

少
 

・
高
齢
者
は
約
１
万
人
増
加
、
年
少
人
口
は
約
２
万
人
減
少

 
・
一
定
規
模
以
上
の
人
口
集
積
が
あ
る
地
区
の
平
成
２
２
年
（
２
０
１

０
年
）
か
ら
令
和
３
２
年
（
２
０
５
０
年
）
の
推
移
に
つ
い
て
、
久
留

米
中
心
地
域
で
は
、
面
積
に
比
べ
て
人
口
の
減
少
率
が
高
く
、
市
街

地
の
低
密
度
化
が
進
行
 

土
地
利
用
他
 

・
都
市
的
土
地
利
用
の
面
積
は
拡
大
 

・
耳
納
連
山
山
麓
部
、
筑
後
川
周
辺
等
の
市
街
地
に
災
害
リ

ス
ク
の
高
い
エ
リ
ア
が
分
布
 

・
市
街
地
に
お
い
て
、
床
上
浸
水
等
の
内
水
被
害
が
発
生
 

交
通
 

・
徒
歩
、
二
輪
車
、
公
共
交
通
（
鉄
道
、
バ
ス
）
の
利
用
構
成

は
減
少
、
自
動
車
は
増
加
傾
向

 
・
路
線
バ
ス
利
用
者
数
、
一
日
当
た
り
の
運
行
回
数
は
減
少

し
、
赤
字
補
助
額
は
年
々
増
加

 
・
人
口
の
約
２
５
％
に
あ
た
る
市
民
が
、
公
共
交
通
の
徒
歩

圏
域
外
に
分
布
 

都
市
機
能
 

・
医
療
施
設
（
外
科
・
内
科
）
は
概
ね
充
足
 

・
高
齢
者
施
設
は
、
充
足
率
は
高
い
が
、
カ
バ
ー
区
域
の
人
口

密
度
は
低
い
 

・
商
業
施
設
は
充
足
す
る
が
、
地
域
別
で
は
充
足
が
低
い
地

域
が
あ
る
 

中
心
市
街
地
 

・
企
業
数
、
事
業
所
数
、
従
業
者
数
と
も
に
、
県
内
第
３
位
で

筑
後
地
域
の
中
心
都
市
 

・
中
心
市
街
地
の
空
き
店
舗
率
は
平
成
２
１
年
（
２
０
０
９

年
）
２
７
％
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
て
い
る
が
、
約
２
０
％
を

前
後
に
横
ば
い
 

行
政
運
営
 

・
高
齢
化
の
進
行
に
よ
り
扶
助
費
が
大
幅
に
増
加
す
る
一
方

で
、
普
通
建
設
事
業
費
の
規
模
は
縮
小
す
る
 

・
老
朽
化
す
る
施
設
の
改
修
費
や
施
設
建
替
事
業
が
数
十
年

に
わ
た
っ
て
続
く
 

人
口
減
少
の
更
な
る
進
行
、
 

頻
発
・
激
甚
化
す
る
自
然
災
害
に
よ
り
 

都
市
の
問
題
が
顕
在
化

 

【
課
題
】

【
人
口
減
少
と
高
齢
化
に
よ
り
進
行
す
る
問
題
】

【
久
留
米
市
の
現
状
】

【
頻
発
・
激
甚
化
す
る
自
然
災
害
に
よ
る
問
題
】



 

変  更  後 変  更  前 

「４．居住誘導区域」 関連 

１．居住誘導区域とは 

略（変更なし） 

２．久留米市における居住誘導区域の設定について 

◆久留米市における居住誘導区域設定の考え方 

①居住誘導区域の視点（根拠） 

略（変更なし） 

居住誘導区域設定の考え方 

（都市計画運用指針他） 
 

居住誘導区域の設定とその基準 

（久留米市の考え） 

●基本的な考え方 

 

 

●居住誘導区域に含まない区域等 

⇒ 略（変更なし） 

●原則、居住誘導区域に含まないことと

される区域 

●災害リスクや整備状況等を勘案し、居

住を誘導することが適当ではないと判断

される場合は、原則、居住誘導区域に

含まないこととされている区域 

⇒ 

災害のリスクがある区域は含まない 

区域に含まないハザード区域 

・災害危険区域 

・土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域 

・地すべり防止区域 

・急傾斜地崩壊危険区域 

・家屋倒壊等氾濫想定区域 

※津波災害特別警戒区域、津波災害警戒

区域の指定はない 

その他ハザード区域の取扱い 

・水防法に基づく浸水想定区域は、本市の既

成市街地を多く含んでいる。しかし、これら

区域は、すでに多くの人口が集積し、都市

基盤が整備された地区であり、その他区域

へ居住を誘導する考えが現実的ではない。

別途、防災指針に定める防災・減災対策を

実施し、居住誘導区域に含むものとする。 

●居住誘導区域に含めることについて

慎重に判断を行うことが望ましい区域 
⇒ 略（変更なし） 

 

「４．居住誘導区域」 関連 

１．居住誘導区域とは 

略（変更なし） 

２．久留米市における居住誘導区域の設定について 

◆久留米市における居住誘導区域設定の考え方 

①居住誘導区域の視点（根拠） 

略（変更なし） 

居住誘導区域設定の考え方 

（都市計画運用指針他） 
 

居住誘導区域の設定とその基準 

（久留米市の考え） 

●基本的な考え方 

 

 

●居住誘導区域に含まない区域等 

⇒ 略（変更なし） 

●原則、居住誘導区域に含まないことと

される区域 

●災害リスクや整備状況等を勘案し、居

住を誘導することが適当ではないと判断

される場合は、原則、居住誘導区域に

含まないこととされている区域 

⇒ 

災害のリスクがある区域は含まない 

区域に含まないハザード区域 

・土砂災害特別警戒区域 

・土砂災害警戒区域 

※地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区

域は、上記区域に含まれる 

※津波災害特別警戒区域、津波災害警戒

区域の指定はない 

その他ハザード区域の取扱い 

・久留米市洪水ハザードマップで指定された

浸水想定区域は、本市の規制市街地を多

く含んでいる。しかし、一方でこれら区域は、

すでに多くの人口が集積し、都市基盤が整

備された地区であり、その他区域へ居住を

誘導する考えが現実的ではないため、災害

に対する安全性を継続的に展開していくも

のとし、居住誘導区域に含むものとする。 

●居住誘導区域に含めることについて

慎重に判断を行うことが望ましい区域 
⇒ 略（変更なし） 

 

～ ～ 



 

変  更  後 変  更  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②居住誘導区域設定で用いた基準の考え 

 

略（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

（追記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②居住誘導区域設定で用いた基準の考え 

 

略（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

＜災害レッドゾーンと災害イエローゾーンについて＞ 
資料：国土交通省資料を参考に作成 

区 域 本市の指定 居住誘導区域の対応

レッドゾーン

→住宅等の建築や開発
行為等の規制あり

災害危険区域(崖崩れ､出水等)
＜建築基準法＞

あり 居住誘導区域に含まない
（急傾斜地崩壊危険区域と同じ区域）

土砂災害特別警戒区域
＜土砂災害警戒区域等における土砂災害
防災対策の推進に関する法律＞

あり 居住誘導区域に含まない

地すべり防止区域
＜地すべり等防止法＞

あり 居住誘導区域に含まない

急傾斜地崩壊危険区域
＜急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律＞

あり 居住誘導区域に含まない

イエローゾーン

→建築や開発行為等の
規制はなく、区域内の
警戒避難体制の整備
等を求めている

浸水想定区域
＜水防法＞

あり
家屋倒壊等氾濫想定区域のみ
居住誘導区域に含まない

土砂災害警戒区域
＜土砂災害警戒区域等における土砂災害防災対策の
推進に関する法律＞

あり 居住誘導区域に含まない

都市洪水想定区域、都市浸水想定区域
＜特定都市河川浸水被害対策法＞

なし －

レッドゾーン

イエローゾーン


